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第16回 不法行為：成立要件としての損害と因果関係
2006/12/1

松岡 久和
【成立要件としての損害】

・成立要件としての限定の意味合いは現実には乏しい。

・判例・（旧）通説：被害者に生じた個別の金銭的な被害（具体的損害説）

・過失一元論：被害者に生じた不利益事実（死亡・負傷・物の滅失損傷：損害事実説）

・権利侵害要件を残す立場：権利ないし利益の侵害から生じる不利益状態

※後２者では、金銭的評価は損害算定の問題として効果で論じられる

【因果関係をめぐる理論対立】
１ 因果関係要件の必要性

・無限の因果連鎖の切断

・不作為の場合の因果関係は、理論的な難問であるが、作為義務を尽くすことによって

防げる結果には因果関係があるとされる。

判例 150＝百79（中学生殺害事件）、164（京阪電鉄置石事件）

２ 判例・（旧）通説の相当因果関係説
・成立要件の問題と効果の問題（賠償範囲・金銭的評価）をすべて１つの因果関係概念

で処理←完全賠償主義から出発（ドイツ法）・評価的概念を極力排除

・条件関係（「あれなければこれなし condictio sine qua non」テスト、「but for」テスト

とも）では不十分で、反復性・必然性・通常性の意味での「相当性」が必要

・具体的には債務不履行・不法行為を通じて416条による

判例 122（富喜丸事件）

・批判：①成立要件と効果の問題の混同、②416条の沿革との齟齬、③法的評価の要素

の隠蔽、④不法行為において予見可能性を要求することの不自然さ

相当因果関係があるか 損害（項目および額）

故意・過失 （権利侵害） 損害（項目および額）

損害（項目および額）

３ 近時の学説動向
(1) 保護範囲説（平井・内田）

・相当因果関係＝事実的因果関係＋保護範囲（義務射程）＋金銭的評価

・後続損害（侵害と区別しない）が、加害者が違反した義務の射程内か否かで判定
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←過失一元説：権利侵害を介しない点では相当因果関係説とは共通

※債務不履行では契約の保護範囲が賠償の可否を画する。

・批判：①故意・過失の連結点が不明確、②「事実的」因果関係も価値判断の性格を含

む（原因競合や仮定的因果関係の事例での因果関係肯定の結論）、③（過失

における）予見可能性や損害回避義務は擬制的

①事実的因果関 損害（事実） ②損害が保護範囲に入るか

係があるか

過失 （権利侵害） 損害（事実）

損害（事実） ③損害がどう金銭評価されるか

(2) 危険性関連説（石田・前田・四宮）

・権利ないし利益の侵害と損害を区別

・第一次侵害によって特別に高められた危険が実現したことによる後続侵害について

は、直接の故意・過失がなくても責任を負う。

・批判：①侵害と損害の区別・第一次侵害と後続侵害の区別は困難、②過失行為と第一

次侵害の間に相当性や保護範囲の観点が入るか、416条との関係はどうなるか

不明確 （補足１）危険性関連説も、第一次侵害について不法行為が成立する

ためには、第一次侵害が、故意の射程や過失の前提となる義務の保護範囲内に

あるか否かという判断基準を使うようです。

（補足２） 危険性関連説は、損害概念については、通説的な損害金銭説（具

体的損害説）を維持するものがある（たとえば、侵害と損害を必ずしも明確に

区別していない前田。原則として個別算定を取りつつ、一定の場合に抽象的損

害算定でよいとする四宮）。しかし、一方で、稼働能力喪失説を支持する見解

（澤井）や死傷損害説にも好意的な立場（吉村）、損害事実と金銭的評価を分

けつつ、規範的評価を基礎づける評価根拠事実として個別的損害の立証を要す

ると考える立場（潮見）など、まちまちである。そこで下記の図では、損害（事

実）という曖昧な表記をあえてしている。

①事実的因果 損害（事実） ②危険性関連 損害（事実）

関係があるか ↑ があるか ↑

過失 第一次権利（利益）侵害 第二次権利（利益）侵害

↓③不可避性・確実 ↓

損害（事実） 性があるか 損害（事実）

④損害がどう金銭評価されるか

【（事実的）因果関係の証明と認定】
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１ 蓋然性説・事実上の推定・表見証明・間接反証理論
・公害や医療過誤・薬害事件のように複数の原因が考えられる場合がとくに問題

・厳密な自然科学的証明でなく「高度の蓋然性」の証明で足りる

判例 117（ルンバール・ショック事件）

・原告が主要事実の直接の立証に代え、その存在を経験則上推定させる間接的な事実を

証明すれば、因果関係の存在が事実上推定され、被告がその推定を覆す事実を立証（間

接反証）できないかぎり、因果関係が立証されたものと扱う。

判例 99（新潟水俣病事件）：①原因物質による発症、②被告工場門前からの到達、

が証明できれば、被告が自己の工場が汚染源になりえ

ないことを証明しない限り、③被告の原因物質排出が

推認され、全部の因果関係が立証されたものとされる。

118（テレビ火災事件）

２ 統計的手法・疫学的証明

疫学的証明：疫学において疾病の原因を推認するために用いられる方法を応用した訴

訟上の証明。多数人の集団を対象として疾病の原因や発生条件を統計的方法により解

明する疫学の手法により、比較的大規模な病気・事故等が発生した場合において、そ

れらに共通した因子を抽出し、その現象の原因を推定するというもの。

疫学的因果関係：ある因子（原因物質）と疾病（損害）の因果関係を証明する場合に、(ｲ)
その因子が発病の一定期間前に作用するものであること、(ﾛ)その因子が作用する程

度が著しいほど、その疾病の罹患率が高まること、(ﾊ)その因子がとり去られた場合

その疾病の罹患率は低下し、その因子をもたない集団では、その疾病の罹患率が極め

て低いことなど、その因子の分布消長の立場から、流行の特性が矛盾なく説明される

こと、(ﾆ)その因子が原因として作用する機序（メカニズム）が生物学的に矛盾なく

説明されること、などの条件が満たされればよいとされる。

（有斐閣『法律学小辞典〔第4版〕』）より抜粋

・発病の因果関係証明の難しさに対応

判例 最判昭和44年2月6日民集23巻2号195頁（京大水虫レントゲン皮膚ガン事件）

：統計上の因果関係、原因としての優越性、過度の照射治療の事実、照射部

位のみの皮膚ガン発生の事実から、因果関係を肯定

116（四日市ぜんそく事件）

３ 確率的心証論（倉田）

・相当因果関係の存在についての心証を損害額に反映させる手法

判例 東京地判昭和45年6月29日判時615号38頁：交通事故と後発症状との因果関係に

つき肯定の証拠と否定の証拠とが並び存する場合に、これを総合して相当
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因果関係を70％肯定するとして損害額の70％を認容

・心証の一般理論との乖離や結論につき批判が多く、上記のような事例は、現在は、病

的素因の問題として、過失相殺（722条2項）の類推適用で処理

４ 保護法益のシフトによる因果関係の認定
・死亡等の結果については因果関係が証明できない場合、「適切な医療を受ける機会の

喪失」や「自己決定権侵害」を理由にすれば、因果関係を肯定しうる

判例 119（狭心症患者急死事件）

・もっとも、「機会の喪失」や自己決定権侵害を理由とする場合には、当然には財産損

害の賠償に結びつかない。

参考判例 百78（肝臓ガン破裂事件）：延命可能性の肯定を介して死亡との因果関係

を否定した原審を破棄差戻

５ 因果関係存否判断の限界線
・被害者または第三者の自由意思による行為が介在して損害が発生する場合が問題

判例 最判昭和52年10月25日判タ355号260頁（高校教師の違法な懲戒の翌日の生徒の

自殺：否定例－予見不可能）

113＝百77（事故後のうつ病罹患による自殺：肯定例－統計的事実による認定）

114（盗難車による事故：否定例－過失の程度との相関？）

108（「自然の愛情」判決：父の不倫による家庭破壊と子供の慰謝料請求：否定

例－自由意思？）


